
１．重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的の債券

　償却原価法を採用している。　ただし、取得価額と券面額との差額について重要性の乏しいものに

ついては、取得価額により評価している。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの

方法により算定）を採用している。

(3) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）
　定率法を採用している。ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物及び平成28年4月1日

以降に取得した建物付属設備については、定額法によっている。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用している。　なお、主な無形固定資産の耐用年数は次のとおりです。

　また、財団法人利用のソフトウェアについては、協会内における利用可能期間（5年）に基づいている。

③　リース資産

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

　　なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引に

　　ついては引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

(4) 引当金の計上基準

 賞与引当金 　　… 従業員の職員賞与に備えるため、当事業年度に帰属する支給見込額に

　　　　　　　　　ついて計上している。

 退職給付引当金 … 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

　　　　　　　　　の見込額に基づき計上している。

(5) 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

(6) 税効果会計の適用について

　税引前の当期一般正味財産増減額と法人税等の金額を合理的に期間対応させ、より適正な当期正味

財産増減額を計上することを目的として税効果会計を適用している。

２．会計方針の変更

該当事項なし

３．基本財産及び特定資産の増減及びその残高
（単位：円）

　　退職給付引当資産

　　什器備品購入積立資産

　　減価償却引当資産

　　事務所移転費用積立資産

　　指定管理対策費用積立資産

　　健康ｽﾎﾟｰﾂ推進資産

　　競技ｽﾎﾟｰﾂ普及促進積立資産

小 計 1,254,002,618 46,459,790 7,939,780 1,292,522,628
合 計 1,274,002,618 46,459,790 7,939,780 1,312,522,628

0 355,000,000

33,419,248 0 0 33,419,248

10,000,000 0 0 10,000,000

17,800,000 0 0 17,800,000
355,000,000 0

594,620,370 45,422,790 7,939,780 632,103,380
65,000,000 0 0 65,000,000

178,163,000 1,037,000 0 179,200,000

小 計 20,000,000 0 0 20,000,000
 特定資産

財務諸表に対する注記

建 物  7  ～ 35年

車 両 運 搬 具  3  ～   5年

什 器 備 品  2  ～ 20年

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

商 標 権 10年

 基本財産

　　決済用預金 20,000,00020,000,000 0 0



４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
（単位：円）

　　退職給付引当資産

　　什器備品購入積立資産

　　減価償却引当資産

　　事務所移転費用積立資産

　　指定管理対策費用積立資産

　　健康ｽﾎﾟｰﾂ推進資産

　　競技ｽﾎﾟｰﾂ普及促進積立資産

５．担保に供している資産
　な　し

６．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

７．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高
　な　し

８．保証債務等の偶発債務
　な　し

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

40

33

　（北海道公募公債r7-4） 100,000,000 97,077,800 △ 2,922,200

　（北海道公募公債r7-6） 100,000,000 97,390,000 △ 2,610,000

合 計 510,000,000 496,895,770 △ 13,104,230

指定管理対策費用
投資有価証券

退職給付引当
投資有価証券

　（北海道公募公債r6-10） 100,000,000 96,830,000 △ 3,170,000

　（札幌市公募公債r6-9） 100,000,000 97,274,000 △ 2,726,000

減価償却引当
投資有価証券

　（北海道公募公債r7-11） 100,000,000 98,680,000 △ 1,320,000

　（札幌市公募公債r5-8） 10,000,000 9,643,970 △ 356,030

合 計 378,977,647 303,134,634 75,843,013

科 目 帳 簿 価 額 時 価 評 価 損 益

　ソフトウェア 123,580,387 102,926,949 20,653,438

　リース資産 39,821,962 13,166,862 26,655,100

　商標権 701,000 5,841 695,159

　什器備品 187,163,502 162,753,287 24,410,215

科 目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

　建物 11,189,305 7,760,216 3,429,089

合 計 1,312,522,628 20,000,000 659,382,248 594,620,370

　車両運搬具 16,521,491 16,521,479 12

33,419,248 0 33,419,248 0
17,800,000 0

小 計 1,292,522,628 0 659,382,248 594,620,370

179,200,000 0 178,163,000 0
10,000,000 0 10,000,000 0

17,800,000 0
355,000,000 0 355,000,000 0

632,103,380 0 0 594,620,370
65,000,000 0 65,000,000 0

小 計 20,000,000 20,000,000 0 0
 特定資産

　　決済用預金 20,000,000 20,000,000 0 0

科 目 当期末残高
（うち指定正味財産から

の充当額）
（うち一般正味財産から

の充当額）
（うち負債に対応

する額）

 基本財産



１０．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

１１．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内容
指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

１２．関連当事者との取引の内容
（単位：円）

未収金

－

未収金

１３．重要な後発事象
な　し

　令和7年度北海道スポーツ少年団
組織整備強化事業(組織整備)助成金

公益財団法人北海道
スポーツ協会　北海道

スポーツ少年団
0 316,000 316,000 0

　令和7年度札幌市スポーツ少年
団運営事業

〃 0 600,000

　さっぽろグローバルスポーツコ
ミッション運営費

〃 0 39,700,000

600,000

39,700,000

0

　令和7年度さっぽろジュニアアス
リート発掘・育成事業

金　　額

1,834,026

1,834,026

　令和7年度地方体育・スポーツ
協会連絡協議会助成金

公益財団法人
北海道スポーツ協会 0

内　　容
経常収益への振替額
　目的達成による指定解除額

〃 0 13,000,000 13,000,000 0

  令和7年度競技力向上・普及促
進事業

〃 0 14,032,000 14,032,000 0

〃 0 15,509,000 15,509,000 0

合計

－
出資
団体

施設管理運営に係る
指定管理料等

当該法
人を支
配する
法人

札幌市
札幌市中央区北2
条西1丁目

－
地方公
共団体

－

取引の内容 取引金額

学校開放事業、運動・
健診事業委託料等

405,344,269

科目

－

112,191,408

839,631,468

期末残高

2,408,232,767

事業補助金 126,594,152

役員の
兼務等

事実上の
関係

属性
法人等
の名称

住所
資産
総額

事業の
内容又
は職業

決議権
の所有
割合

関係内容

　令和7年度北海道スポーツ少年団
組織整備強化事業(地域強化)助成金

公益財団法人北海道
スポーツ協会　北海道

スポーツ少年団
0 177,000 177,000 0

合 計 0

0 2,880,000 2,880,000 0

130,517,152 0130,517,152

　さっぽろジュニアアスリート発掘
育成事業助成金

公益財団法人ヨネック
ススポーツ振興財団 0 500,000 500,000 0

　リレーマラソンinプレミストドーム
2025助成金

（独）日本スポー
ツ振興センター

　令和7年度第66回札幌市民ス
ポーツ大会事業

〃 0 8,423,000 8,423,000 0

　第48回北海道を歩こう 〃 0 810,000 810,000 0

0

050,000 50,000

　令和7年度さっぽろアスリートサ
ポート事業

　第46回札幌国際ｽｷｰﾏﾗｿﾝ大会 〃 0 20,520,152 20,520,152 0

  第50回札幌ﾏﾗｿﾝ 札幌市 0 14,000,000 14,000,000 0

貸借対照表上
の記載区分

　補助金

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高



１４．その他

(1) リース取引関係

所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　リース資産の内容

その他固定資産

　　各施設における券売機及び複合機等である。

(2) 退職給付関係

①　採用している退職給付制度の概要

　　　確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

②　退職給付債務に関する事項（令和8年3月31日現在）

（単位：円）

①退職給付債務

②会計基準変更時差異の未処理額

③退職給付引当金（①+②）

③　退職給付費用に関する事項（自：令和7年4月1日　至：令和8年3月31日）

（単位：円）

①勤務費用

②会計基準変更時差異の未処理額

③退職給付費用（①+②）

④　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　　退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額を基礎とし

　　て、計算している。

⑤　会計基準変更時差異の処理年数　　　　 1年

⑥　過去勤務債務の額の処理年数　　　　　 1年

(3) 税効果会計関係
①　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：円）

　繰延資産損金算入限度超過額

　未払事業所税否認

　未払事業税

　賞与引当金

　一括償却資産

　退職給付引当金繰入金超過額

繰延税金資産計

評価性引当額

繰延税金資産　合計

②　法人税法上の非収益事業と収益事業の区分
（単位：円）

　税引前当期一般正味財産増減額　（A）

　寄付金損金算入限度額　（B）

　法人税、住民税及び事業税　（D）

　法人税等調整額　（E）

　当期一般正味財産増減額　（A）－（D）－（E）

③　法人税法上の収益事業に係る法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異

　　の原因となった主な項目別の内訳

　　法人税法上の収益事業における税引前当期一般正味財産増減額がマイナスとなっているため記

    載を省略いたします。

174,223,210 △ 136,708,642 37,514,568

0 520,000 520,000

0 0 0

0 0 0

小　　計　（C）＝（A）+（B） 174,223,210 △ 136,188,642 38,034,568

非収益事業 収益事業 合 計

174,223,210 △ 136,188,642 38,034,568

0

26,434,398

5,744,701

123,706,480

166,643,281

△ 166,643,281

47,642,030

5,875,380

4,882,322

632,103,380

0

0

632,103,380

47,642,030

0


